
 

 

 

 

 

平成21年2月19日 

各 位 

東 京 都 目 黒 区 上 目 黒 二 丁 目 １ 番 １ 号 
株 式 会 社 Ｇ Ａ Ｂ Ａ 

代 表 取 締 役 社 長 青 野  仲 達

(コード番号：2133 東証マザーズ) 
問い合わせ先： 

常 務 執 行 役 員 

高 財 務 責 任 者 
麻 野  憲 志

電 話 ：  0 3 - 5 7 6 8 - 2 0 0 0 (代 表 ) 

定款一部変更に関するお知らせ 

当社は、平成21年2月19日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成21年3月26日開催予

定の第10期定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．変更の理由 

(1)当社の事業の現状に則し、また将来の事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条に事業

目的を追加するものであります。 

(2)「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する

法律」（平成16年法律第88号、以下「決済合理化法」といいます。）が平成21年１月５日に施行

され、上場株式は、株式振替制度に一斉移行（いわゆる株券の電子化）されました。 

これに伴い、当社の定款上不要となりました株券に関する規定ならびに実質株主および実質株主

名簿の用語の削除等の所要の変更を行うものであり、また、株券喪失登録簿については、決済合

理化法施行日の翌日から起算して１年を経過する日までこれを作成して備え置かなければなら

ないことから、附則に所要の規定を設けるものであります。 

なお、現行定款第７条（株券の発行）につきましては、決済合理化法附則第６条第１項に基づき、

平成21年１月５日の同法律施行日を効力発生日として定款の定めを廃止する定款変更の決議を

したものとみなされております。 

(3)上記変更に伴い、条数の調整を行うものであります 



２．変更の内容 

（変更箇所は、下線の部分であります。） 

現 行 定 款 変 更 案 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。 

1.語学スクールの経営 

2.語学テキストの企画製作及び出版販売

3.留学先の提供・紹介および留学手続き

の代行 

4.語学に関する書籍・教材等の企画製作、

出版および販売 

5.留学に関する書籍・教材等の企画製作、

出版および販売 

6.国際交流に関するコミュニティサイト

および会員組織の運営 

7.国際的な学校教育に関する情報の収

集・提供、調査・研究及びコンサルテ

ィング 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

8.前各号に附帯関連する一切の業務 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。 

1.語学スクールの経営 

2.語学テキストの企画製作および出版販

売 

3.留学先の提供・紹介および留学手続き

の代行 

4.語学に関する書籍・教材等の企画製作、

出版および販売 

5.留学に関する書籍・教材等の企画製作、

出版および販売 

6.国際交流に関するコミュニティサイト

および会員組織の運営 

7.国際的な学校教育に関する情報の収

集・提供、調査・研究およびコンサル

ティング 

8.インターネットおよびコンピュータ等

の情報端末機器を利用した情報提供サー

ビス 

9.通信販売およびインターネットを利用

したオンラインショッピング 

10.労働者派遣事業 

11.有料職業紹介事業 

12.前各号に付帯関連する一切の業務 

（株券の発行） 

第７条 当会社は、株式に係る株券を発行する。

（削 除） 

第８条   （条文省略） 第７条   （現行どおり） 

（株主名簿管理人） 

第９条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

 ２  株主名簿管理人およびその事務取扱場所

は、取締役会の決議によって定める。 

 ３  当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。

以下同じ。）、新株予約権原簿および株

券喪失登録簿の作成ならびにこれらの備

置きその他の株主名簿、新株予約権原簿

および株券喪失登録簿に関する事務は、

株主名簿管理人に委託し、当会社におい

てはこれを取扱わない。 

（株主名簿管理人） 

第８条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

 ２  株主名簿管理人およびその事務取扱場所

は、取締役会の決議によって定める。 

 ３  当会社の株主名簿および新株予約権原簿

の作成ならびにこれらの備置きその他の

株主名簿および新株予約権原簿に関する

事務は、株主名簿管理人に委託し、当会

社においてはこれを取扱わない。 



 

現 行 定 款 変 更 案 

（株式取扱規則） 

第10条 当会社の株券の種類ならびに株式、新株

予約権および株券喪失登録に関する取扱

いならびに手数料は、法令または本定款

のほか、取締役会において定める株式取

扱規則による。 

（株式取扱規則） 

第９条 当会社の株主権行使の手続その他株式に

関する取扱いは、法令または本定款のほ

か、取締役会において定める株式取扱規

則による。 

（Ａ種優先株式への剰余金の配当等） 

第10条の２ 当会社は、第43条第1項に定める剰余

金の期末配当を行うときは、期末配当の

基準日（以下、本章において「配当基準

日」という。）におけるＡ種優先株式を

有する株主（以下「Ａ種優先株主」とい

う。）またはＡ種優先株式の登録株式質

権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」

という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下、本章においては「普通株主」

という。なお、実質株主を含む。）およ

び普通株式の登録株式質権者（以下、普

通株主と併せて「普通株主等」という。）

に先立ち、Ａ種優先株式１株につき第２

項に定める額の剰余金を配当する（以下

「Ａ種優先配当金」という。）。但し、

配当基準日の属する事業年度中に定めら

れた別の基準日により、剰余金の配当を

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質

権者に行ったとき、または行うことが確

定したときは、その額（以下「Ａ種期中

優先配当金」という。）を控除した額と

する。 

（Ａ種優先株式への剰余金の配当等） 

第９条の２ 当会社は、第42条第1項に定める剰余

金の期末配当を行うときは、期末配当の

基準日（以下、本章において「配当基準

日」という。）におけるＡ種優先株式を

有する株主（以下「Ａ種優先株主」とい

う。）またはＡ種優先株式の登録株式質

権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」

という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下、本章においては「普通株主」

という。）および普通株式の登録株式質

権者（以下、普通株主と併せて「普通株

主等」という。）に先立ち、Ａ種優先株

式１株につき第２項に定める額の剰余金

を配当する（以下「Ａ種優先配当金」と

いう。）。但し、配当基準日の属する事

業年度中に定められた別の基準日によ

り、剰余金の配当をＡ種優先株主または

Ａ種優先登録株式質権者に行ったとき、

または行うことが確定したときは、その

額（以下「Ａ種期中優先配当金」という。）

を控除した額とする。 

 ２.～７．（条文省略）  ２.～７．（現行どおり） 

（優先中間配当金） 

第10条の３ 当会社は、第43条第1項に定める剰余

金の中間配当を行うときは、Ａ種優先株

主またはＡ種登録株式質権者に対し、普

通株主等に先立ち、Ａ種優先配当金の２

分の１の金銭を支払う（以下、「Ａ種優

先中間配当金」という）。 

（優先中間配当金） 

第９条の３ 当会社は、第42条第1項に定める剰余

金の中間配当を行うときは、Ａ種優先株

主またはＡ種登録株式質権者に対し、普

通株主等に先立ち、Ａ種優先配当金の２

分の１の金銭を支払う（以下、「Ａ種優

先中間配当金」という）。 

第10条の4～第12条 （条文省略） 第９条の4～第11条 （現行どおり） 

（決議の方法） 

第13条 株主総会の決議は、法令または本定款に

別段の定めある場合を除き、出席した株

主の議決権の過半数で行う。 

 ２  会社法第309条第2項に定める決議は、議

決権を行使することができる株主（実質

株主を含む。以下、同じ。）の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上で行う 

（決議の方法） 

第12条 株主総会の決議は、法令または本定款に

別段の定めある場合を除き、出席した株

主の議決権の過半数で行う。 

 ２  会社法第309条第2項に定める決議は、議

決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上で行う。



 

現 行 定 款 変 更 案 

第14条～第44条 （条文省略） 第13条～第43条 （現行どおり） 

（新 設） 附則 

第１条 当会社の株券喪失登録簿の作成および備

置きその他の株券喪失登録簿に関する事務は、株

主名簿管理人に委託し、当会社においてはこれを

取扱わない。 

第２条 前条および本条は、平成22年1月5日まで

有効とし、同日の経過をもって前条および本条を

削除する。 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催日 平成21年3月26日（木） 

定款変更の効力発生日   平成21年3月26日（木） 

以上 


	定款一部変更に関するお知らせ
	１．変更の理由
	２．変更の内容
	３．日程


